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Close-up 提言

　 国際競争の中で立ち遅れる
　 日本の科学技術政策

皆さんは国の科学技術政策について
どのくらいご存じでしょうか。例えば、
国の科学技術政策が5年に一度改定さ
れる「科学技術基本計画」に基づいて
実施されていること、その司令塔は「総
合科学技術会議」という組織であるこ
と、また科学技術関係予算として年間
4兆円近くが使われていることなどは、
意外とご存じないと思います。
これまでも科学技術が日本の成長を
支えてきたという実感は多くの国民に
あると思いますが、少子・高齢化が進
み労働人口が減少する中では、さらな
る科学技術の革新が経済成長において
重要になります。例えば、「はやぶさ」や
スーパーコンピューター「京」などのよ
うに、科学技術立国として実用化につ
ながる新技術の開発が期待されていま
す。しかし、グローバルな国際競争の
中で、科学技術の分野における研究者
や論文の数などをみれば、成長著しい
中国や韓国の存在があり、日本は決し
て優位に立っているとはいえず、危機
感を持っています。
多大な予算が投じられているのに、な
ぜ成果が出ないのか。科学技術振興PT
では、政策の司令塔が十分に機能してい
ないこと、国の研究開発に対する評価が

曖昧なために、本来焦点を当てるべき分
野にお金が流れない、研究テーマの新
陳代謝が起こりにくいこと等が、成果
が出ない主な要因とみて議論をしてき
ました。

　 実効性を持ちイノベーションを
　 実現できる司令塔へ

　昨年末、「総合科学技術会議」を「科
学技術イノベーション戦略本部」とい
う新しい司令塔に改組する案が内閣府
を中心に検討され、今後国会で審議さ
れることになりました。そこで本PT
では、この司令塔の改組がより実効性
を持ち、よりイノベーションが実現でき
るよう、その指針について提言しました。
　まずは、これまで文部科学省に依存・
重複していた科学技術政策の企画立案
機能を、新たな司令塔に一元化するこ
とにより、省庁の壁を越えて大局的な
立場から国の研究開
発全体を俯瞰し、よ
り効率的かつ公正な
政策立案や研究開発
管理を行うことを求
めました。
　次に、研究開発プ
ログラムを科学と技
術・応用との領域に
分けて考え、それぞ
れに最適な予算配分

を検討することを求めています。各省
庁に対する予算権限も本来は司令塔が
持つべきです。まずは科学技術基本計
画にある「5年間で25兆円」という予
算を確保し、長期的な視点を重視しな
がら成果につながる資金計画を立てる
ことが重要であると考えます。
　また、実効性のある評価方法を確立
する必要があります。研究開発という
のは、本来、リスクがあって100％成
功するとは限らないものです。ところ
が税金を使っているから必ず成功しな
ければならないという固定観念にとら
われ「すべて成功」という形にしがち
です。曖昧な評価をせず目標の達成と
未達を明確に判断し、その結果に基づ
いて分野間の強弱をつけることの方
が、より効率的なイノベーションの実
現につながると考えました。
　そして最後は司令塔となる本部の人
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科学技術イノベーションの実現のために
真の司令塔機能強化を  （2月22日発表）

提言
 概要

※詳しくは、http://www.doyukai.or.jp/policyproposals/articles/2011/120222a.html

　科学技術イノベーション戦略本部へ企画立案機能を一元化
することで、同本部が科学と技術・応用の両分野において「勧
告」といった強い権限を持って全体調整を行い、各省庁は個
別具体的な目標に応じた企画立案に専念するという明確な体
制を確立すべきである。

【具体的対応】
■文部科学省設置法の企画立案機能に該当する部分（第二章 

第二節 第四条 四十四～四十七）を削除すべきである。
■文部科学省の科学技術・学術審議会等の機能は、科学技術
イノベーション戦略本部に移行し、新たな諮問機能とすべき
である。
■科学技術関連のシンクタンク機能（文部科学省 科学技術政
策研究所など）については、科学技術イノベーション戦略本
部に移行すべきである。

　テーマの特性に応じた効果的な予算配分や企画立案を行い、
効率的かつ効果的な評価方法で研究開発を促進するために
は、科学と技術・応用を明確に区分すべきだ。その上で、科
学の分野では長期的な視点を重視し、一定の予算を投資し続
けることが重要である。

【具体的対応】
■科学に関する研究については一定の予算を確保し、必要に
応じて基金化を行うなどして、長期・大型の投資を担保せよ。
■技術・応用に関する研究については、競争的資金を中心と
し、新陳代謝や競争原理によって開発を推進せよ。

　今回の改組では、その前提として議員および事務局スタッ
フが真に科学技術イノベーションの追求のみにその職責を全
うできるようにすべきである。

【具体的対応】
■科学技術イノベーション戦略本部では、オープンに構成メ

ンバーを選ぶ仕組みを確立せよ。必要条件の明示による公正
な選出が前提であり、さらには候補者の公募の仕組み等につ
いても検討すべきである。
■①従事する関係者は出向元省庁からの切り離しを行い、専
任化を行え。②民間からの参画の割合を定めよ。

　「血税を使っているからプロジェクトの失敗はあり得ない」
といった建前論からくる評価の曖昧さを廃し、むしろ「失敗
のリスクがあるからこそ、公的資金による研究開発を行い、
全国民でリスクを分担する」との考え方に立ち、適切・妥当
な評価を行うべきである。

【具体的対応】

■科学の領域、技術・応用の領域の両方について、識者の意
見を反映できる、実効性のある評価方法を確立せよ。
例えば、相対的に一定の割合のプログラムが入れ替わるよう
な評価結果の配分の目安を示すなどが考えられる。
■技術・応用の領域での研究開発テーマについては、目標と
評価方法をすべて定量化せよ。

 Ⅱ. 科学と技術・応用の切り分けによる評価方法の明確化と効率化

 Ⅲ. 組織再編・強化の前提

 Ⅰ. 組織再編による司令塔機能強化

選の問題です。日本の科学技術を託す
には、その構成メンバーは公正に選ば
なければなりません。また、事務局も
出向ではなく専任スタッフとすること
で、各省庁からの利害を排除すること
も必要です。

　日本のものづくりのレベルは世界的
に見ても非常に高く、その背景にある
のが国民性です。勤勉であり、完璧性
を求め、美的感覚やこだわり、忍耐力
があります。こうした資質によって、
産業を興す、育てる、維持するといっ

た潜在的な能力が日本人にはあり、世
界の中で十分なポジションを確保して
いけるはずです。国としての方針をしっ
かり定め、産官学が一体となった科学
技術イノベーションで、力強い経済成
長を実現してほしいと願っています。

 提言2
　���科学技術イノベーション戦略本部では、科学に関する研究開発と技術・応用に関わる研究開発を切り分け、

　　　　それぞれの領域について明確に方針を打ち出せ

 提言４　�科学技術イノベーション戦略本部では、組織構成メンバーの透明性の高い選出方法の確立と利害関係の排除を

 提言１　政府は、科学技術イノベーション戦略本部に司令塔機能の明確な一元化を行え

 提言３
　�科学技術イノベーション戦略本部では、おのおのの領域の研究開発プログラムについて、

　　　　 実効性のある研究開発評価方法を確立せよ


